
八郷町（やさとまち）

＜行政組織＞

①議会(H15.3.1 現在)

議長 飯村 嘉男 副議長 鬼澤 隆

任期 H15.12.31 定数 20 名 現議員数 20 名

党派別 無 19 公明 1

②三役(H15.3.1 現在)

長 関野 和夫 任期 H8.8.25～H16.8.24

助役 川俣 忠 収入役 赤羽根 實

③職員数 （人）

H12 年度 H13 年度 H14 年度
職員数

302 301 295

普通会計 261 一般行政職 209

うち施設関係 101 技能労務職 33

企業職 10職員一人

当たり住民数
102.4

消防職 0

公営事業会計 34 教育職 1

職員構成

(H14.4.1)

合計 295 その他 42

④機構図（H15.4.1 現在）

町長－助役－秘書広聴課－秘書広聴係,職員係,広報係

－総 務 課 －行政係,文書法制係,防災交通係,

財政係,恋瀬・園部出張所

－企 画 課 －都市計画係,企画調整係

－管 財 課 －管財係,契約検査係

－税 務 課 －町民税係,資産税係

－住 民 課 －住民係,戸籍係

－福 祉 課 －地域改善対策係,社会福祉係,

児童福祉係,保育所

－保健衛生課－環境保全係,保健予防係

－国保医療課－国保年金係,医療福祉係

－農 政 課 －農政係,農産係,地籍係

土地改良係,林務係

－商工観光課－商工係,観光係

－建 設 課 －管理係,改良係,舗装係

－下水道課 －管理係,整備係

収入役 －会 計 課 －会計係

水道事業管理者 －水 道 課 －経理係,業務係

教育委員会

教育長－教育次長－学校教育課－総務係,学校教育係

生涯学習課－生涯学習係,文化行政係,

社会体育係

給食ｾﾝﾀｰ －管理係,調理係

中央公民館－公民館係

議 会 - 議会事務局－事 務 局

農業委員会 - 農業委員会事務局－事 務 局

行政委員会

選挙管理委員会事務局,監査委員事務局,固定資産評価審査委員会

事務局

＜概要＞

①沿革
昭和 30 年 1 月 1 日 合 併 柿岡町 林村 園部村 瓦会村

恋瀬村 芦穂村 小幡村 小桜村

②地勢・風土等

八郷町は,茨城県のほぼ中央部に位置し,八溝山系に属する紫

峰“筑波山”を頂点に足尾,加波,吾国,難台等の山並みに三方を囲

まれ,中央部を恋瀬川が縦断し霞ケ浦に注ぎ,この流域の水田が良

質米の産地となっている。

県内一の粗生産額を誇る畜産を始め,柿,梨,ぶどう,みかん,イチ

ゴ等の果物が豊富で,柿は毎年宮内庁に献上されている。

八郷町の目指す将来像を「活力ある花と緑のまち,八郷」と定め,

個性と活力あるまちづくりに取り組んでいる。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H15.3.1）

男 14,507 15,146 15,061 15,185

女 14,910 15,538 15,490 15,363
人

口

(人) 合計 29,417 30,684 30,551 30,548

世帯数 6,671 7,354 7,727 8,342

④有権者数（H14.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 12,018 12,353 24,371 22.9％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 11 年度）

市町村内総生産 584 億円 就業者 1人当たり 5,612 千円

住民所得 665 億円 人口 1 人当たり 2,159 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H11 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 5,266 9.0％ 2,689 17.82％

第 2 次 16,177 27.7％ 5,153 34.14％

第 3 次 38,511 65.8％ 6,954 46.08％

総額・総数 58,496 ― 15,092 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業粗生産額
(H11.1.1～H11.12.31)農業

（H12.2.1）
3,492 4,314 1,083（千万円）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H13.1.1～H13.12.31)

製造業

(H13.12.31)
72 1,191 13,678

商店数 従業者数
年間販売額

(H13.4.1～H14.3.31)卸・小売業

(H14.6.1)
270 1,165 18,435

④特産物

梨、柿、イチゴ、ぶどう、シイタケ、納豆、杉線香

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>315-0195 新治郡八郷町大字柿岡 5680-1
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辺地（湯袋,中山） 消防救急,ゴミ処理,

火葬場

上水道



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 H12 決算 H13 決算 増減率

歳 入 10,540,956 11,407,357 8.2

歳 出 9,966,993 10,797,321 8.3

形式収支 573,963 610,036 ―

実質収支 403,478 296,896 ―

単年度収支 -7,560 -106,582 ―

実質単年度収支 32,440 -96,582 ―

②主な歳入・歳出（平成 13 年度） （百万円・％）

区分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳 入 11,407 ― 866 8.2

地方税 2,200 19.3 50 2.3

地方交付税 4,058 35.6 -214 -5.0

国庫支出金 302 2.6 32 11.9

地方債 1,332 11.7 379 39.8

その他 3,516 30.8 ― ―

歳 出 10,797 ― 830 8.3

義務的経費 3,842 35.6 0 0

人件費 2,444 22.6 64 2.7

扶助費 516 4.8 54 8.4

公債費 882 8.2 54 6.5

投資的経費 2,409 22.3 ― ―

普通建設事業費 2,392 22.2 188 8.5

うち補助 107 1.0 -25 -18.6

うち単独 2,251 20.9 246 12.3

その他の経費 4,546 42.1 ― ―

③主要指標（平成 13 年度）

区分 指数等

基準財政収入額（H14） 2,353 百万円

基準財政需要額（H14） 6,235 百万円

標準税収入額等（H14） 3,057 百万円

標準財政規模（H14） 6,939 百万円

財政力指数（H12～14） 0.366

経常収支比率 75.2 ％

公債費負担比率 9.7 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 6.7 ％

税の徴収率（現年） 95.8

税の徴収率（合計） 79.7

ラスパイレス指数(H14.4.1) 100.5
④将来にわたる財政負担(単位：千円，％）

現在高 比率

地方債現在高（A） 9,427,851 135.9

債務負担行為による

翌年度支出予定額（B） 2,708,776

実質債務残高( C A+B) 12,136,627 174.9

積立金現在高（D） 1,915,569 27.6

将来にわたる財政負担（E C-D） 10,221,058 147.3

⑤市町村税の状況（平成13年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

1,039,114 831,011市町村民税

（構成比） （37.7） （37.8）
80.0

1,488,232 1,157,673固定資産税

（構成比） （53.9） （52.6）
77.8

231,253 210,828その他の税

（構成比） （8.4） （9.6）
91.2

合計 2,758,599 2,199,512 79.7

＜公共施設整備状況＞（平成 13 年度）

小学校 11 校 老人福祉施設 0 ヶ所

中学校 4 校 病院・診療所 20 ヶ所

幼稚園 3 園 道路改良率 41.2％

保育所 7 ヶ所 道路舗装率 46.3％

図書館 0 ヶ所 ごみ焼却処理率 55.8％

公営住宅 33 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 0.0 ㎡ 上水道等普及率 99.3％

公民館等 8 ヶ所 排水等処理率 25.71％

体育館 2 ヶ所

プール 1 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
111.1％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

下水道事業

H8

～

H27

計画区域：汚水 817ha

処理計画人口：22,300 人

処理区：1 処理区
35,650

岩間・八郷線

道路整備事業

H11

～

H18

国道355号及び常磐自動車道へのア

クセス道路

総延長：2,856m
1,201

②今後の主要課題・特色ある行政等

○少子高齢化,住民の生活行動範囲の拡大,多様化する住民

ニーズ等による社会現象の変化に伴い,効率的な行財政運営

や広域的なまちづくりを行うことで,行政サービスの維持・向上

を図るため,市町村合併についての可能性及び方向性を検討

します。

○自然・農業・レジャー施設等の観光資源を生かし,新しい余

暇・レジャー志向に対応した通年型の観光地づくりをめざしま

す。


